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○一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成十八年法律第四十八号）

第一款 会計の原則

第百十九条 一般社団法人の会計は、その行う事業に応じて、一般に公正妥当

と認められる会計の慣行に従うものとする。

第二款 会計帳簿

（会計帳簿の作成及び保存）

第百二十条 一般社団法人は、法務省令で定めるところにより、適時に、正確

な会計帳簿を作成しなければならない。

２ 一般社団法人は、会計帳簿の閉鎖の時から十年間、その会計帳簿及びその

事業に関する重要な資料を保存しなければならない。

第三款 計算書類等

（計算書類等の作成及び保存）

第百二十三条 一般社団法人は、法務省令で定めるところにより、その成立の

日における貸借対照表を作成しなければならない。

２ 一般社団法人は、法務省令で定めるところにより、各事業年度に係る計算

書類（貸借対照表及び損益計算書をいう。以下この款において同じ ）及び。

事業報告並びにこれらの附属明細書を作成しなければならない。

３ 計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書は、電磁的記録をもって

作成することができる。

４ 一般社団法人は、計算書類を作成した時から十年間、当該計算書類及びそ

の附属明細書を保存しなければならない。

第五節 基金

第一款 基金を引き受ける者の募集

（基金を引き受ける者の募集等に関する定款の定め）

（ 、 。第百三十一条 一般社団法人 一般社団法人の成立前にあっては 設立時社員

次条から第百三十四条まで（第百三十三条第一項第一号を除く ）及び第百。

三十六条第一号において同じ ）は、基金（この款の規定により一般社団法。

人に拠出された金銭その他の財産であって、当該一般社団法人が拠出者に対

してこの法律及び当該一般社団法人と当該拠出者との間の合意の定めるとこ

ろに従い返還義務（金銭以外の財産については、拠出時の当該財産の価額に

相当する金銭の返還義務）を負うものをいう。以下同じ ）を引き受ける者。

の募集をすることができる旨を定款で定めることができる。この場合におい

ては、次に掲げる事項を定款で定めなければならない。



- 2 -

一 基金の拠出者の権利に関する規定

二 基金の返還の手続

第二款 基金の返還

（基金の返還）

第百四十一条 基金の返還は、定時社員総会の決議によって行わなければなら

ない。

２ 一般社団法人は、ある事業年度に係る貸借対照表上の純資産額が次に掲げ

る金額の合計額を超える場合においては、当該事業年度の次の事業年度に関

する定時社員総会の日の前日までの間に限り、当該超過額を返還の総額の限

度として基金の返還をすることができる。

一 基金（第百四十四条第一項の代替基金を含む ）の総額。

二 法務省令で定めるところにより資産につき時価を基準として評価を行っ

ている場合において、その時価の総額がその取得価額の総額を超えるとき

は、時価を基準として評価を行ったことにより増加した貸借対照表上の純

資産額

３ 前項の規定に違反して一般社団法人が基金の返還をした場合には、当該返

還を受けた者及び当該返還に関する職務を行った業務執行者（業務執行理事

その他当該業務執行理事の行う業務の執行に職務上関与した者をいう。次項

及び第五項において同じ ）は、当該一般社団法人に対し、連帯して、違法。

に返還された額を弁済する責任を負う。

４ 前項の規定にかかわらず、業務執行者は、その職務を行うについて注意を

怠らなかったことを証明したときは、同項の責任を負わない。

５ 第三項の業務執行者の責任は、免除することができない。ただし、第二項

の超過額を限度として当該責任を免除することについて総社員の同意がある

場合は、この限りでない。

６ 第二項の規定に違反して基金の返還がされた場合においては、一般社団法

人の債権者は、当該返還を受けた者に対し、当該返還の額を当該一般社団法

人に対して返還することを請求することができる。

（代替基金）

第百四十四条 基金の返還をする場合には、返還をする基金に相当する金額を

代替基金として計上しなければならない。

２ 前項の代替基金は、取り崩すことができない。

３ 合併により消滅する一般社団法人が代替基金を計上している場合におい

て、合併後存続する一般社団法人又は合併により設立する一般社団法人が当
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、 。該合併に際して代替基金として計上すべき額については 法務省令で定める

（破産法の適用の特例）

第百四十五条 一般社団法人が破産手続開始の決定を受けた場合においては、

基金の返還に係る債権は、破産法第九十九条第一項に規定する劣後的破産債

権及び同条第二項に規定する約定劣後破産債権に後れる。
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○公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成十八年法律第四

十九号）

（公益認定の基準）

第五条 行政庁は、前条の認定（以下「公益認定」という ）の申請をした一。

、般社団法人又は一般財団法人が次に掲げる基準に適合すると認めるときは

当該法人について公益認定をするものとする。

一 公益目的事業を行うことを主たる目的とするものであること。

二 公益目的事業を行うのに必要な経理的基礎及び技術的能力を有するも

のであること。

三 その事業を行うに当たり、社員、評議員、理事、監事、使用人その他

の政令で定める当該法人の関係者に対し特別の利益を与えないものであ

ること。

四 その事業を行うに当たり、株式会社その他の営利事業を営む者又は特

定の個人若しくは団体の利益を図る活動を行うものとして政令で定める

者に対し、寄附その他の特別の利益を与える行為を行わないものである

こと。ただし、公益法人に対し、当該公益法人が行う公益目的事業のた

めに寄附その他の特別の利益を与える行為を行う場合は、この限りでな

い。

五 投機的な取引、高利の融資その他の事業であって、公益法人の社会的

信用を維持する上でふさわしくないものとして政令で定めるもの又は公

の秩序若しくは善良の風俗を害するおそれのある事業を行わないもので

あること。

六 その行う公益目的事業について、当該公益目的事業に係る収入がその

実施に要する適正な費用を償う額を超えないと見込まれるものであるこ

と。

七 公益目的事業以外の事業（以下「収益事業等」という ）を行う場合に。

は、収益事業等を行うことによって公益目的事業の実施に支障を及ぼす

おそれがないものであること。

八 その事業活動を行うに当たり、第十五条に規定する公益目的事業比率

が百分の五十以上となると見込まれるものであること。

九 その事業活動を行うに当たり、第十六条第二項に規定する遊休財産額

が同条第一項の制限を超えないと見込まれるものであること。

十 各理事について、当該理事及びその配偶者又は三親等内の親族（これ

らの者に準ずるものとして当該理事と政令で定める特別の関係がある者

を含む ）である理事の合計数が理事の総数の三分の一を超えないもので。
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あること。監事についても、同様とする。

十一 他の同一の団体（公益法人又はこれに準ずるものとして政令で定め

るものを除く ）の理事又は使用人である者その他これに準ずる相互に密。

接な関係にあるものとして政令で定める者である理事の合計数が理事の

総数の三分の一を超えないものであること。監事についても、同様とす

る。

十二 会計監査人を置いているものであること。ただし、毎事業年度にお

ける当該法人の収益の額、費用及び損失の額その他の政令で定める勘定

の額がいずれも政令で定める基準に達しない場合は、この限りでない。

十三 その理事、監事及び評議員に対する報酬等（報酬、賞与その他の職

。 。）務遂行の対価として受ける財産上の利益及び退職手当をいう 以下同じ

について、内閣府令で定めるところにより、民間事業者の役員の報酬等

及び従業員の給与、当該法人の経理の状況その他の事情を考慮して、不

当に高額なものとならないような支給の基準を定めているものであるこ

と。

、 。十四 一般社団法人にあっては 次のいずれにも該当するものであること

イ 社員の資格の得喪に関して、当該法人の目的に照らし、不当に差別

的な取扱いをする条件その他の不当な条件を付していないものである

こと。

ロ 社員総会において行使できる議決権の数、議決権を行使することが

できる事項、議決権の行使の条件その他の社員の議決権に関する定款

の定めがある場合には、その定めが次のいずれにも該当するものであ

ること。

社員の議決権に関して、当該法人の目的に照らし、不当に差別的な( )1

取扱いをしないものであること。

社員の議決権に関して、社員が当該法人に対して提供した金銭その( )2

他の財産の価額に応じて異なる取扱いを行わないものであること。

ハ 理事会を置いているものであること。

十五 他の団体の意思決定に関与することができる株式その他の内閣府令

で定める財産を保有していないものであること。ただし、当該財産の保

有によって他の団体の事業活動を実質的に支配するおそれがない場合と

して政令で定める場合は、この限りでない。

十六 公益目的事業を行うために不可欠な特定の財産があるときは、その

旨並びにその維持及び処分の制限について、必要な事項を定款で定めて

いるものであること。

十七 第二十九条第一項若しくは第二項の規定による公益認定の取消しの
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処分を受けた場合又は合併により法人が消滅する場合（その権利義務を

承継する法人が公益法人であるときを除く ）において、公益目的取得財。

産残額（第三十条第二項に規定する公益目的取得財産残額をいう ）があ。

るときは、これに相当する額の財産を当該公益認定の取消しの日又は当

該合併の日から一箇月以内に類似の事業を目的とする他の公益法人若し

くは次に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与する旨を定款で

定めているものであること。

イ 私立学校法（昭和二十四年法律第二百七十号）第三条に規定する学

校法人

ロ 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）第二十二条に規定する

社会福祉法人

ハ 更生保護事業法（平成七年法律第八十六号）第二条第六項に規定す

る更生保護法人

ニ 独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規

定する独立行政法人

ホ 国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一項に規定

する国立大学法人又は同条第三項に規定する大学共同利用機関法人

ヘ 地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一項に

規定する地方独立行政法人

ト その他イからヘまでに掲げる法人に準ずるものとして政令で定める

法人

十八 清算をする場合において残余財産を類似の事業を目的とする他の公益

法人若しくは前号イからトまでに掲げる法人又は国若しくは地方公共団体

に帰属させる旨を定款で定めているものであること。

（公益認定の申請）

第七条 公益認定の申請は、内閣府令で定めるところにより、次に掲げる事項

を記載した申請書を行政庁に提出してしなければならない。

一 名称及び代表者の氏名

二 公益目的事業を行う都道府県の区域（定款に定めがある場合に限る ）。

並びに主たる事務所及び従たる事務所の所在場所

三 その行う公益目的事業の種類及び内容

四 その行う収益事業等の内容

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一 定款

二 事業計画書及び収支予算書
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三 事業を行うに当たり法令上行政機関の許認可等を必要とする場合にお

いては、当該許認可等があったこと又はこれを受けることができること

を証する書類

四 当該公益目的事業を行うのに必要な経理的基礎を有することを明らか

にする財産目録、貸借対照表その他の内閣府令で定める書類

五 第五条第十三号に規定する報酬等の支給の基準を記載した書類

六 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定める書類

（公益目的事業の収入）

第十四条 公益法人は、その公益目的事業を行うに当たり、当該公益目的事業

の実施に要する適正な費用を償う額を超える収入を得てはならない。

（公益目的事業比率）

第十五条 公益法人は、毎事業年度における公益目的事業比率（第一号に掲げ

る額の同号から第三号までに掲げる額の合計額に対する割合をいう ）が百。

分の五十以上となるように公益目的事業を行わなければならない。

一 公益目的事業の実施に係る費用の額として内閣府令で定めるところによ

り算定される額

二 収益事業等の実施に係る費用の額として内閣府令で定めるところにより

算定される額

三 当該公益法人の運営に必要な経常的経費の額として内閣府令で定めると

ころにより算定される額

（遊休財産額の保有の制限）

第十六条 公益法人の毎事業年度の末日における遊休財産額は、公益法人が当

該事業年度に行った公益目的事業と同一の内容及び規模の公益目的事業を

翌事業年度においても引き続き行うために必要な額として、当該事業年度

における公益目的事業の実施に要した費用の額（その保有する資産の状況

及び事業活動の態様に応じ当該費用の額に準ずるものとして内閣府令で定

めるものの額を含む ）を基礎として内閣府令で定めるところにより算定し。

た額を超えてはならない。

２ 前項に規定する「遊休財産額」とは、公益法人による財産の使用若しくは

管理の状況又は当該財産の性質にかんがみ、公益目的事業又は公益目的事

業を行うために必要な収益事業等その他の業務若しくは活動のために現に

使用されておらず、かつ、引き続きこれらのために使用されることが見込

まれない財産として内閣府令で定めるものの価額の合計額をいう。
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、 （ 「 」 。）第十八条 公益法人は 次に掲げる財産 以下 公益目的事業財産 という

を公益目的事業を行うために使用し、又は処分しなければならない。ただ

し、内閣府令で定める正当な理由がある場合は、この限りでない。

一 公益認定を受けた日以後に寄附を受けた財産（寄附をした者が公益目

的事業以外のために使用すべき旨を定めたものを除く ）。

二 公益認定を受けた日以後に交付を受けた補助金その他の財産（財産を

交付した者が公益目的事業以外のために使用すべき旨を定めたものを除

く ）。

三 公益認定を受けた日以後に行った公益目的事業に係る活動の対価とし

て得た財産

四 公益認定を受けた日以後に行った収益事業等から生じた収益に内閣府

令で定める割合を乗じて得た額に相当する財産

五 前各号に掲げる財産を支出することにより取得した財産

六 第五条第十六号に規定する財産（前各号に掲げるものを除く ）。

七 公益認定を受けた日の前に取得した財産であって同日以後に内閣府令

で定める方法により公益目的事業の用に供するものである旨を表示した

財産

八 前各号に掲げるもののほか、当該公益法人が公益目的事業を行うこと

により取得し、又は公益目的事業を行うために保有していると認められ

るものとして内閣府令で定める財産

第三款 公益法人の計算等の特則

（収益事業等の区分経理）

、 、第十九条 収益事業等に関する会計は 公益目的事業に関する会計から区分し

各収益事業等ごとに特別の会計として経理しなければならない。

（財産目録の備置き及び閲覧等）

第二十一条 公益法人は、毎事業年度開始の日の前日までに（公益認定を受け

た日の属する事業年度にあっては、当該公益認定を受けた後遅滞なく 、内）

閣府令で定めるところにより、当該事業年度の事業計画書、収支予算書その

他の内閣府令で定める書類を作成し、当該事業年度の末日までの間、当該書

類をその主たる事務所に、その写しをその従たる事務所に備え置かなければ

ならない。

２ 公益法人は、毎事業年度経過後三箇月以内に（公益認定を受けた日の属す

る事業年度にあっては、当該公益認定を受けた後遅滞なく 、内閣府令で定）

めるところにより、次に掲げる書類を作成し、当該書類を五年間その主たる
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、 。事務所に その写しを三年間その従たる事務所に備え置かなければならない

一 財産目録

二 役員等名簿（理事、監事及び評議員の氏名及び住所を記載した名簿をい

う。以下同じ ）。

三 第五条第十三号に規定する報酬等の支給の基準を記載した書類

四 前三号に掲げるもののほか、内閣府令で定める書類

３ 第一項に規定する書類及び前項各号に掲げる書類は、電磁的記録（電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で

作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものとし

て内閣府令で定めるものをいう。以下同じ ）をもって作成することができ。

る。

４ 何人も、公益法人の業務時間内は、いつでも、第一項に規定する書類、第

二項各号に掲げる書類、定款、社員名簿及び一般社団・財団法人法第百二十

九条第一項（一般社団・財団法人法第百九十九条において準用する場合を含

む ）に規定する計算書類等（以下「財産目録等」という ）について、次に。 。

掲げる請求をすることができる。この場合においては、当該公益法人は、正

当な理由がないのにこれを拒んではならない。

一 財産目録等が書面をもって作成されているときは、当該書面又は当該書

面の写しの閲覧の請求

二 財産目録等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記

録に記録された事項を内閣府令で定める方法により表示したものの閲覧の

請求

５ 前項の規定にかかわらず、公益法人は、役員等名簿又は社員名簿について

当該公益法人の社員又は評議員以外の者から同項の請求があった場合には、

これらに記載され又は記録された事項中、個人の住所に係る記載又は記録の

部分を除外して、同項の閲覧をさせることができる。

６ 財産目録等が電磁的記録をもって作成されている場合であって、その従た

る事務所における第四項第二号に掲げる請求に応じることを可能とするため

の措置として内閣府令で定めるものをとっている公益法人についての第一項

及び第二項の規定の適用については、第一項中「その主たる事務所に、その

写しをその従たる事務所 とあるのは その主たる事務所 と 第二項中 そ」 「 」 、 「

の主たる事務所に、その写しを三年間その従たる事務所」とあるのは「その

主たる事務所」とする。

（財産目録等の提出及び公開）

第二十二条 公益法人は、毎事業年度の経過後三箇月以内（前条第一項に規定
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する書類については、毎事業年度開始の日の前日まで）に、内閣府令で定め

るところにより、財産目録等（定款を除く ）を行政庁に提出しなければな。

らない。

２ 行政庁は、公益法人から提出を受けた財産目録等について閲覧又は謄写の

請求があった場合には、内閣府令で定めるところにより、その閲覧又は謄写

をさせなければならない。

３ 前項の規定にかかわらず、行政庁は、役員等名簿又は社員名簿について同

項の請求があった場合には、これらに記載された事項中、個人の住所に係る

記載の部分を除外して、その閲覧又は謄写をさせるものとする。

（公益認定の取消し等に伴う贈与）

第三十条 行政庁が前条第一項若しくは第二項の規定による公益認定の取消し

をした場合又は公益法人が合併により消滅する場合（その権利義務を承継

する法人が公益法人であるときを除く ）において、第五条第十七号に規定。

する定款の定めに従い、当該公益認定の取消しの日又は当該合併の日から

一箇月以内に公益目的取得財産残額に相当する額の財産の贈与に係る書面

による契約が成立しないときは、内閣総理大臣が行政庁である場合にあっ

ては国、都道府県知事が行政庁である場合にあっては当該都道府県が当該

公益目的取得財産残額に相当する額の金銭について、同号に規定する定款

で定める贈与を当該公益認定の取消しを受けた法人又は当該合併により消

滅する公益法人の権利義務を承継する法人（第四項において「認定取消法

人等」という ）から受ける旨の書面による契約が成立したものとみなす。。

当該公益認定の取消しの日又は当該合併の日から一箇月以内に当該公益目

的取得財産残額の一部に相当する額の財産について同号に規定する定款で

定める贈与に係る書面による契約が成立した場合における残余の部分につ

いても、同様とする。

２ 前項に規定する「公益目的取得財産残額」とは、第一号に掲げる財産から

第二号に掲げる財産を除外した残余の財産の価額の合計額から第三号に掲

げる額を控除して得た額をいう。

一 当該公益法人が取得したすべての公益目的事業財産（第十八条第六号に

掲げる財産にあっては、公益認定を受けた日前に取得したものを除く ）。

二 当該公益法人が公益認定を受けた日以後に公益目的事業を行うために費

消し、又は譲渡した公益目的事業財産

三 公益目的事業財産以外の財産であって当該公益法人が公益認定を受けた

日以後に公益目的事業を行うために費消し、又は譲渡したもの及び同日以

後に公益目的事業の実施に伴い負担した公租公課の支払その他内閣府令で
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定めるものの額の合計額

３ 前項に規定する額の算定の細目その他公益目的取得財産残額の算定に関し

必要な事項は、内閣府令で定める。

４ 行政庁は、第一項の場合には、認定取消法人等に対し、前二項の規定によ

り算定した公益目的取得財産残額及び第一項の規定により当該認定取消法

人等と国又は都道府県との間に当該公益目的取得財産残額又はその一部に

相当する額の金銭の贈与に係る契約が成立した旨を通知しなければならな

い。

５ 公益法人は、第五条第十七号に規定する定款の定めを変更することができ

ない。
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○一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団

法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平

成十八年法律第五十号）

（会計帳簿の作成に関する特則）

第第五十六条 特例民法法人の会計帳簿の作成における一般社団・財団法人法

百二十条第一項（一般社団・財団法人法第百九十九条において準用する場合

を含む ）の規定の適用については、一般社団・財団法人法第百二十条第一。

項中「法務省令で定めるところにより、適時に」とあるのは 「適時に」と、

する。

（計算書類等の作成及び保存に関する特則）

第六十条 第四十四条の認定又は第四十五条の認可の申請をする特例民法法人

は、内閣府令で定めるところにより、計算書類（貸借対照表及び損益計算書

をいう。以下この 事業報告並びにこれらの附属明細節において同じ ）及び。

書を作成しなければならない。

２ 前項の計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書は 電磁的記録 一、 （

般社団・財団法人法第十条第二項に規定する電磁的記録をいう。以下この節

において同じ ）をもって作成することができる。。

（計算書類等の作成等に関する経過措置）

、 、第百十一条 第百六条第一項の登記をした公益法人が 当該登記をした日前に

第六十条第一項の規定に基づいて作成した計算書類及び事業報告並びにこれ

らの附属明細書（第六十一条の規定の適用がある場合にあっては、監査報告

又は会計監査報告を含む ）は、その作成の日に、当該法人が一般社団・財。

団法人法の相当規定に基づいて作成したものとみなす。

２ 第百六条第一項の登記をした日前にその末日が到来した事業年度のうち最

終のものに係る計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書の作成の方

法については、第六十条第一項の内閣府令で定めるところによる。

３ 第六十一条、第六十二条及び第一項の規定は、前項の計算書類及び事業報

告並びにこれらの附属明細書について準用する。

４ 一般社団・財団法人法第百二十八条第一項（一般社団・財団法人法第百九

十九条において準用する場合を含む ）の規定は、第一項（前項において準。

用する場合を含む ）の規定により一般社団・財団法人法の相当規定に基づ。

いて作成したものとみなされた貸借対照表（第百六条第一項の登記をした法

人が一般社団・財団法人法第二条第二号の大規模一般社団法人又は同条第三
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、 ）号の大規模一般財団法人である場合にあっては 貸借対照表及び損益計算書

については、適用しない。

（公益目的支出計画の作成）

第百十九条 第四十五条の認可を受けようとする特例民法法人は、当該認可を

受けたときに解散するものとした場合において旧民法第七十二条の規定によ

れば当該特例民法法人の目的に類似する目的のために処分し、又は国庫に帰

属すべきものとされる残余財産の額に相当するものとして当該特例民法法人

の貸借対照表上の純資産額を基礎として内閣府令で定めるところにより算定

した額が内閣府令で定める額を超える場合には、内閣府令で定めるところに

より、当該算定した額（以下この款において｢公益目的財産額｣という ）に。

相当する金額を公益の目的のために支出することにより零とするための計画

（以下この款において「公益目的支出計画」という ）を作成しなければな。

らない。

２ 公益目的支出計画においては、次に掲げる事項を定めなければならない。

一 公益の目的のための次に掲げる支出

イ 公益目的事業のための支出

ロ 公益法人認定法第五条第十七号に規定する者に対する寄附

ハ 第四十五条の認可を受けた後も継続して行う不特定かつ多数の者の利

益の増進に寄与する目的に関する事業のための支出（イに掲げるものを

除く ）その他の内閣府令で定める支出。

二 公益目的財産額に相当する金額から前号の支出の額（当該支出をした事

業に係る収入があるときは、内閣府令で定めるところにより、これを控除

した額に限る ）を控除して得た額（以下この款において「公益目的財産。

残額」という ）が零となるまでの各事業年度ごとの同号の支出に関する。

計画

三 前号に掲げるもののほか、第一号の支出を確保するために必要な事項と

して内閣府令で定める事項

（認可の申請手続等）

第百二十条 第四十五条の認可の申請は、内閣府令で定めるところにより、次

に掲げる事項を記載した申請書を行政庁に提出してしなければならない。

一 名称及び代表者の氏名

二 主たる事務所及び従たる事務所の所在場所

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一 定款
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二 定款の変更の案（認可申請法人において定款の変更について必要な手続

を経ているものに限る ）。

三 公益目的財産額及びその計算を記載した内閣府令で定める書類

四 財産目録、貸借対照表その他の認可申請法人の財務内容を示す書類とし

て内閣府令で定めるもの

五 前条第一項の規定により公益目的支出計画を作成しなければならない認

可申請法人にあっては、公益目的支出計画を記載した書類

六 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定める書類

３ 前項の規定にかかわらず、第四十五条の認可の申請が第百十六条第一項の

規定によりされたものである場合には、第一項の申請書には、内閣府令で定

める書類の添付を省略することができる。

４ 行政庁は、認可申請法人が作成した公益目的支出計画が第百十七条第二号

に掲げる基準に適合するかどうかを判断するために必要な場合には、当該認

、 。可申請法人の事業活動の内容について 旧主務官庁の意見を聴くものとする

５ 行政庁は、第一項の申請書の提出を受け、又は第四十五条の認可をし、若

しくはしない処分をしたときは、直ちに、その旨を旧主務官庁に通知しなけ

ればならない。

（認定に関する規定の準用）

第百二十一条 第百六条の規定は、第四十五条の認可を受けた場合の登記につ

いて準用する。この場合において、第百六条第一項中「公益法人（公益法人

。 。）」認定法第二条第三号に規定する公益法人をいう 以下この章において同じ

とあるのは 「一般社団法人又は一般財団法人」と読み替えるものとする。、

２ 第百十条の規定は、移行期間の満了の日後に第四十五条の認可をしない処

分の通知を受けた認可申請法人について準用する。この場合において、第百

十条第二項中「第百五条」とあるのは 「第百二十条第五項」と読み替える、

ものとする。

３ 第百十一条の規定は、第一項において読み替えて準用する第百六条第一項

の登記をした一般社団法人及び一般財団法人について準用する。

（移行法人の義務等）

第百二十三条 第百二十一条第一項において読み替えて準用する第百六条第一

項の登記をした一般社団法人又は一般財団法人であってその作成した公益目

的支出計画の実施について次条の確認を受けていないもの（以下この節にお

いて「移行法人」という ）は、同条の確認を受けるまで、公益目的支出計。

画（第百二十五条第一項の変更の認可を受けたときは、その変更後のもの。
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以下この款において同じ ）に定めたところに従って第百十九条第二項第一。

号の支出をしなければならない。

２ 第四十五条の認可をした行政庁（以下この節において「認可行政庁」とい

う ）は、移行法人の公益目的支出計画の履行を確保するために必要な範囲。

内において、移行法人を監督するものとする。

（公益目的支出計画実施報告書の作成及び提出等）

第百二十七条 移行法人は、各事業年度ごとに、内閣府令で定めるところによ

り、公益目的支出計画の実施の状況を明らかにする書類（以下この節におい

て「公益目的支出計画実施報告書」という ）を作成しなければならない。。

２ 一般社団・財団法人法第百二十三条第三項及び第四項、第百二十四条第一

項及び第三項、第百二十五条並びに第百二十六条第一項及び第三項（これら

。）の規定を一般社団・財団法人法第百九十九条において準用する場合を含む

の規定は、移行法人の公益目的支出計画実施報告書について準用する。この

場合において、一般社団・財団法人法第百二十四条第一項及び第百二十五条

中「法務省令」とあるのは 「内閣府令」と読み替えるものとする。、

３ 移行法人は、毎事業年度の経過後三箇月以内に、当該事業年度の一般社団

・財団法人法第百二十九条第一項（一般社団・財団法人法第百九十九条にお

いて準用する場合を含む ）に規定する計算書類等及び公益目的支出計画実。

施報告書を認可行政庁に提出しなければならない。

４ 認可行政庁は、移行法人から提出を受けた公益目的支出計画実施報告書に

ついて閲覧又は謄写の請求があった場合には、内閣府令で定めるところによ

り、その閲覧又は謄写をさせなければならない。

５ 移行法人は、次の各号に掲げる移行法人の区分に応じ、公益目的支出計画

実施報告書を、当該各号に定める日から五年間、その主たる事務所に備え置

かなければならない。

一 一般社団法人である移行法人 定時社員総会の日の一週間（理事会を置

く移行法人にあっては、二週間）前の日（一般社団・財団法人法第五十八

条第一項の場合にあっては、同項の提案があった日）

二 一般財団法人である移行法人 定時評議員会の日の二週間前の日（一般

社団・財団法人法第百九十四条第一項の場合にあっては、同項の提案があ

った日）

６ 何人も、移行法人の業務時間内は、いつでも、公益目的支出計画実施報告

書について、次に掲げる請求をすることができる。この場合においては、当

該移行法人は、正当な理由がないのにこれを拒んではならない。

一 公益目的支出計画実施報告書が書面をもって作成されているときは、当
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該書面又は当該書面の写しの閲覧の請求

二 公益目的支出計画実施報告書が電磁的記録をもって作成されているとき

は、当該電磁的記録に記録された事項を内閣府令で定める方法により表示

したものの閲覧の請求




